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災害リスクガバナンスに基づく

防災研究の新たな課題

　我が国では、近年、想定外の地域で大きな被害をもたらす震災が頻発するとともに、

東海、東南海、南海、南関東、首都直下型などの大規模地震リスクの切迫性が高まりつ

つある。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、地球温暖化などの世界的な規模の気

候変動を原因とする洪水や暴風雨の被害が増加するものと予測している。これらに加え、

津波・高潮、火山、雪氷、竜巻等のリスクも避けて通れないものとして、地域によって

は複合的な災害（マルチハザード）への対策が求められている。一方、急速に進みつつあ

る少子・高齢化や地域コミュニティの脆弱化などの社会構造の変化は、上記の災害リス

クの不確実性の高まりと相まって、既往の防災政策や防災戦略に大きな変革を迫ってい

る。

　災害リスクの不確実性および社会構造の変化を踏まえ、多元的ネットワーク（防災に関

わる主体の多様性とその関係ネットワークの多元性を活かし不確実性に対処すること）や

防災政策の包括性・統合性（個々の防災対策を包括的に捉え、防災以外の各種政策との関

係を考慮して対策を統合化すること）の視点から現状の防災政策の課題および災害リスク

マネジメントの転換が必要である。防災政策にイノベーションを誘発する新たな枠組み

として災害リスクガバナンスの概念を考えるべきである。災害リスクガバナンスは「多様

な主体の社会的な相互作用（災害リスク情報に基づくリスクコミュニケーション）と社会

ネットワークの形成による協働を通じて、災害リスクを協治すること」と定義される。災

害リスクガバナンスを実現させるためには、①災害リスク情報の多元性と横断的共有、

②多様な利害関係者による熟慮ある対話と討議に基づく社会的意思決定、③社会関係や

私的インセンティブを活用した、社会の多様な組織や個人による水平的かつ非制度的な

協働の仕組みの構築、の 3 つの要件が求められる。

　災害リスクガバナンスに基づいて新たに、「社会科学融合減災技術」の研究開発が重要

となる。具体的には、災害リスクガバナンスの 3 要件に対応し、①統合的リスク評価手法、

②参加型災害リスクコミュニケーション手法、③包括的・統合的な防災対策や災害対応

方策、④分散・相互運用型災害リスク情報プラットフォーム技術と社会的運用手法の研

究領域を、重点的かつ一体的に推進すべきものと考えられる。

　同研究開発は、早期に社会に還元されるべき社会的なミッションを有するイノベーショ

ン 25 に基づく「災害リスク情報プラットフォーム」の利活用研究と一体的に行われること

が求められる。また、社会的なミッションを強く帯びた新たな研究開発の推進に際して

は、研究開発型の独立行政法人や大学が主体となり、関連行政機関や地方自治体、企業、

NPO、住民組織等とも密接に連携・協力して取り組むことが必要である。
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災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課題

　我が国では、近年、想定外の地

域で大きな被害をもたらす震災が

頻発するとともに、東海、東南海、

南海、南関東、首都直下型などの

大規模地震リスクの切迫性が高ま

りつつある。気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）は、地球温暖

化などの世界的な規模の気候変動

を原因とする洪水や暴風雨の被害

が増加するものと予測している。

これらに加え、津波・高潮、火山、

雪氷、竜巻等のリスクも避けて通

れないものとして、地域によって

は複合的な災害（マルチハザード）

への対策が求められている。一方、

急速に進みつつある少子・高齢化

や地域コミュニティの脆弱化な

どの社会構造の変化は、上記の災

害リスクの不確実性の高まりと相

まって、既往の防災政策や防災戦

略に大きな変革を迫っている。

　我が国の防災政策は、これまで

度重なる想定外の災害の教訓か

ら、被害を起こさない（回避）とい

う考えより、起こることを前提に

事前・事後に被害を軽減する（減

災）という発想への転換が図られ

てきた。また、構造物による対策

（ハード対策）中心から、避難体制

や応急対応方策の整備等による対

策（ソフト対策）が強化されつつあ

る。さらに、少子・高齢化、都市化

等の社会構造の変化を受け、被災

後の地域経済や地域コミュニティ

の再生、個人や家族の生活の回復

可能性を高めることを目標とし

て、事前・事後を統合した防災政

策の重要性が認識されつつある。

　災害に強い社会とは、「ゼロリス

ク」を前提とせずに、不確実性を孕

む災害リスクの特徴を個人や社会

が理解し、受容すべきリスクレベ

ルを決定し、それに基づき社会を

構成する多様な主体がそれぞれ適

切な対策を講じるとともに、相互

に連携・協調して持続的に減災に取

り組む社会であると考えられる。

　したがって、防災政策の再構

築に際しては、災害リスクの不

確実性（uncertainty）や個人や社

会の災害リスクへの対応力の脆

弱性（vulnerability）、被災後の

中長期的な復興・生活再建等の

回復可能性（resiliency）、社会や

個人の多様性（diversity）、社会・

経済と文化・伝統の相互依存性

(interdependency) などを十分考

慮する必要がある。

　そこで、本論では、社会構造の

変化や防災政策において考慮すべ

き多様な要素を前提として、災害

に強い社会の構築の視点から、現

状の防災政策の課題を分析すると

ともに、防災政策のイノベーショ

ンを誘発する新たな枠組みとして

提唱している「災害リスクガバナ

ンス」の背景と基本的な概念を概

説し、その観点から、特に、災害

リスク情報に着目した社会科学融

合減災技術に関する研究開発の方

向性を提案する。なお、本論では、

災害リスクガバナンスとは「多様

な主体の社会的な相互作用（災害

リスク情報に基づくリスクコミュ

ニケーション）と社会ネットワー

クの形成による協働を通じて、災

害リスクを協治すること」と定義

している。
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2  我が国の防災政策の現状と課題‐災害リスクガバナンスの視点から‐ ●　●

２‐１

防災計画の体系とその現状

　我が国の災害対策は、「災害対

策基本法」および関係法律に基づ

き、災害予防、災害応急対策およ

び災害復旧の各段階に応じて推進

されている。同基本法に基づき中

央防災会議は、防災分野の最上位

計画として「防災基本計画」を策定

している（図表 1）。同計画は、防
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災体制の確立、防災事業の促進、

災害復興の迅速・適切化、防災に関

する科学技術および研究の振興、

防災業務計画および地域防災計画

において重点をおくべき事項につ

いて基本的な方針を示している。

　特に切迫する大規模災害につい

ては、個別の被害想定に基づき防

災戦略を策定し、減災目標を定め

ている（図表 2）。例えば、首都直

下地震の地震防災戦略 1）では、最

悪ケース（風速 15m/s）として人

的被害約 11,000 人、経済被害額

約 112 兆円と想定し、各々 10 年

間で 5 割減、4 割減の減災目標を

掲げている。目標に対する対策と

しては、人的被害軽減として、住

宅建物の耐震化、火災対策、密集

市街地整備などが挙げられてい

る。また、経済被害に関する対策

は、復旧費用軽減対策、企業によ

る事業継続、交通ネットワークの

早期復旧対策などが課題とされて

いる。

　一方、都道府県、市町村におい

ては、地方公共団体、指定地方行

政機関、警察・消防機関、指定公共

機関等の長またはその指名する職

員からなる都道府県防災会議、市

町村防災会議が設けられ、これが定

める地域防災計画等に基づき、各

種の災害対策が実施されている。

　しかしながら、国や地方公共団

体等が策定する防災計画には、個

人のライフスタイルや家族関係、

地域コミュニティの多様性を考慮

した具体的な対策が示されている

わけではない。地方公共団体の中

には、地域防災計画の内容に具体

性と柔軟性、実効性を付与する効

果を期待し、災害対策基本法上の

地域防災計画とは別に、防災行動

指針（アクションプログラム）を定

める事例もみられる。具体的な防

災行動指針の例を見ると、防災資

源となる技能をもった人材の名簿

づくりや、住民等のバイクを利用

した被災情報の収集体制づくりな

どの事前対策が盛り込まれている

ものがある。このように、災害対

策基本法に基づく地域防災計画は

概して形式的な記述にとどまり具

体性や実効性に欠けるといった課

題があり、それを補う防災行動指

針の策定など、新たな計画技法の

開発が課題と考えられる。

２‐２

多元的ネットワークの

必要性

（１）自発的な防災活動の促進
　災害対策基本法は、国民に対し

自発的な防災活動への参加を要請

するとともに、国および地方公共

団体に対して、防災・減災のため

に自主防災組織（住民の隣保協同

の精神に基づく自発的な防災組

織）の育成や、ボランティアによ

る防災活動の環境整備、その他国

民の自発的な防災活動の促進への

配慮を求めている。同法によれば、

我が国の災害対策は、行政のみな

震災対策 風水害対策 火山災害対策

海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策

原子力災害対策 危険物等災害対策 大規模火事災害対策 林野火災対策

災害予防・事前対策 災害応急対策 災害復旧・復興対策

住民等地方公共団体国

雪害対策

防災基本計画の構成
【自然災害】

【事故災害】

（災害対策の順序に沿った記述）

災害対策基本法
第34 条：防災基本計画の作成及び公表等（中央防災会議）
第 36 条：防災基本計画に基づく指定行政機関による防災業務計画の作成等
第 39 条：防災基本計画に基づく指定公共機関の防災業務計画の作成等
第 40 条：防災基本計画に基づく都道府県地域防災計画の作成等
第 42 条：防災基本計画に基づく市町村地域防災計画の作成等

防災基本計画

防災業務計画

防災業務計画

策定・実施

策定・実施

策定・実施

地域防災計画
策定・実施

防災基本計画の体系

各種防災計画の基本

地域の実情に即した計画

内閣総理大臣

中央防災会議　閣僚等

指定行政機関　中央省庁

指定公共機関，独立行政法人

日銀，日赤，NHK，NTT

知事（市町村長）

都道府県（市町村）防災会議

図表 1　我が国の防災計画の構成と体系

出典：平成 19 年版防災白書
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図表 2　首都直下地震の地震防災戦略

【減災目標】今後10年間で経済被害額（想定）を４割減
　　　・風速15m/s　約112兆円→約70兆円（４割減）
　　　・風速3m/s　 約94兆円→約60兆円（４割減）

【減災目標】今後10年間で死者数（想定）を半減
　　　・風速15m/s　約11,000人→約5,600人（半減）
　　　・風速3m/s　約7,300人→約4,300人（４割減）

具体目標
具体目標

復旧費用軽減対策：
　・住宅・建築物の耐震化率　75％→90％
　・緊急輸送道路の橋梁の耐震補強を概ね完了
　・耐震強化岸壁の整備率　約55％→70％

企業による事業継続：
　　BCP策定企業の割合　大企業　ほぼ全て
　　　　　　　　　　   中堅企業　50％以上

・住宅・建築物の耐震化，火災対策等
・交通施設の耐震補強

・建物被害及び死者数の軽減による企業
　の生産活動の維持
・事業継続ガイドラインに基づく事業継
　続の取組の推進

減災効果
減災効果

復旧費用軽減額

建物倒壊による死者軽減数

急傾斜地崩壊による死者軽減数

火災による死者軽減数

・風速15m/s　約26兆円減
・風速3m/s　約19兆円減

・風速15m/s　約4,000人減
・風速3m/s　約1,500人減

約1,300人減
（うち，家具の固定　約100人減）

約４兆円減

約100人減

交通寸断による被害軽減額

生産活動停止による被害軽減額

全国・海外への経済波及の軽減額

約0.7兆円減

・風速15m/s　約11兆円減
・風速3m/s　約10兆円減

住宅・建築物の耐震化：耐震化率  75％→90％

家具の固定：家具の固定率  約30％→60％

初期消火率の向上：自主防災組織率  72.5％→96％

密集市街地の整備：不燃領域率  40％以上

急傾斜崩壊危険箇所の対策：
急傾斜地の崩壊による災害から保全
される戸数　約1.3倍

・耐震改修促進計画の策定
・住宅・建築物耐震改修等事業，地域住宅
　交付金制度等による財政支援
・耐震改修促進税制の活用

・「住宅における地震被害軽減の指針」の普及
・ホームページ，パンフレット等によるPR

・建築物の不燃化、共同化による建替
・延焼遮断帯（防災環境軸を含む）の形成
・避難地，避難路の整備

・自主防災組織の育成・充実
・防災教育の推進

・急傾斜地崩壊対策事業の実施
・土地利用誘導

今後の課題
・首都中枢機能の継続性確保に向けた関係機関による目標の具体化
・避難所生活者，帰宅困難者数の軽減に向けた減災目標の設定

・住宅・建築物の耐震化，火災対策等
・交通施設の耐震補強
　→がれき発生減等による交通規制の
　　早期解消

交通ネットワーク早期復旧対策：
　・住宅・建築物の耐震化率　75％→90％
　・緊急輸送道路の橋梁の耐震補強を概ね完了
　・耐震強化岸壁の整備率　約55％→70％

らず多元的な主体による総合的・

統合的な取り組みを前提としてい

る。平成 19 年版防災白書による

と、国等の防災機関については、

応急対策としての情報収集・連絡

等体制や広域的な対応など、相互

に緊密な連携のもとに協力して実

施する施策の充実が図られている

ことが報告されている。

　しかし、現状では個人や地域コ

ミュニティ、行政、NPO 等の役

割が固定化され、対策が独立に実

施されているため、十分な効果を

挙げているとは言い難い状況にあ

る。例えば、災害時要援護者の安

否確認や避難支援に関する対策で

は、すでに国によってガイドライ

ン 2）が整備され地方公共団体等に

おいて体制整備の取り組みが始

まったところである。しかし、す

でに全国の自治体等では、要援護

者のリスト整備が進められている

ものの、市町村の中には、要援護

者の安否確認や避難誘導の体制づ

くりについて、具体的に検討が始

まっていないケースが多い。要援

護者の支援体制づくりに取り組ん

でいる地域においても、当該地域

の在勤者といった昼間市民等を含

め多元的な社会的ネットワークを

前提とした体制づくりや訓練が実

施される例は、まだ、ほとんど見

られない。このように、現状の防

災対策は、多様な社会構造に即し

て実行可能な社会システムとして

設計されているとは言えない状況

にある。

（２）自主防災組織の

　  現状と課題

　「地域防災行政の現況」3）によ

ると、町内会や自治会を単位とす

る住民等による自主防災組織の組

織率（2005 年 4 月 1 日現在）は全

国平均 64.5％である。組織率全

国第一位の静岡県（98.5％）におい

ても、避難訓練など自主防災活動

が画一化、マンネリ化する地区が

みられる。また、高齢化に伴い、

全国的にも地縁的な関係に基づく

自主防災活動が形骸化する傾向に

ある。その一方で、自主防災組織

の役割に対する期待は高まりつつ

ある。災害時の安否確認や救助活

動、避難所運営などにとどまらず、

平常時には防災マップづくりや、

地域固有の被害想定に基づく公民

連携による防災アクションプログ

ラムづくり、被災体験や災害対策

の知恵（災害文化）を伝承するなど

多様な役割が期待されている。今

後、自主防災組織の多様化する役

割を支援するネットワークづくり

や、地域のナレッジマネジメント機

能を高度化する情報共有環境の整

備が課題となるものと考えられる。

（３）多元的ネットワークに

　  よる防災活動の環境整備
　近年、災害救援ボランティアに

よる被災者支援が、災害復旧の大

きな力として寄与している。災害

対策基本法（1995 年 12 月改正）

や防災基本計画（1995 年 7 月改

訂）では、ボランティアによる災

害救援活動が政策的に位置づけら

れている。それに伴い、地方公共

団体では地域防災計画に災害ボ

出典：平成 19 年版防災白書
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ランティアを位置づけるととも

に、社会福祉協議会や NPO 等と

連携してボランティアの受入れ窓

口（ボランティアセンター）を整備

しつつある。「災害被害を軽減す

る国民運動の推進に関する基本方

針」4）の中では、より幅広い連携

の促進として、国の機関、地方自

治体、学校、公民館、PTA、企業、

ボランティア団体等、地域におい

て、さまざまな組織が参加する

ネットワークづくりが重要な柱と

なることが指摘されている。地域

によっては、行政、医療機関、社

会福祉協議会、民間事業者、自主

防災組織、自治会、地域メディア

（コミュニティ FM 局や CATV）

が参加して災害救援ネットワーク

づくりのための NPO を設立し、

災害時のボランティアセンターの

運営のみならず、市内の自主防災

活動を支援する平時の活動にも注

力している例がある。また、直近

に発生した新潟中越沖地震の柏崎

市内の被災地（北条地区）では、生

涯学習を目的とするコミュニティ

組織が中心となり、自主防災組織

や各種地域活動団体、さらには自

治体や自衛隊、消防などと官民の

防災ネットワークを形成し、小学

校区または中学校区を単位とする

広域的な自主防災活動に取り組ん

でいる地区も見られる。このよう

な萌芽的な取り組みが全国で徐々

に広まりつつある中で、こうした

社会的なネットワークによる減災

活動を支援する環境整備が防災政

策の新たな課題となっている。

　一方、地方自治体は大規模災害

時の応急対応や復旧活動を補強す

るために民間事業者や業界団体等

との間で、医療、食料、物資、情

報、復旧活動などに関する災害時

応援協定を締結している。例えば、

建設業協会では、応急復旧業務の

ため重機やオペレーターの派遣協

定（有償）を締結している例が見

られる。また、生鮮スーパーや生

活協同組合の流通在庫を災害時の

非常用食料備蓄に代えて供給する

もの、情報関連としてはコミュニ

ティ FM やコミュニティ CATV

との間で災害時の災害広報や平常

時の防災意識の啓発番組を作成す

るなどの多様な協定が締結されて

いる。地方自治体の中には、応

急・復旧業務の量的対応や行政

サービスの事業継続などを目的と

して、他の地方自治体との間で相

互救援協定を締結している例がみ

られる。しかしながら、こうした

各種防災協定の実効性を担保する

ためには、協定の当事者間の情報

共有に加え、自主防災組織や一般

の災害ボランティアをも含めた状

況認識の統一が不可欠となること

から、多様な主体による情報共有

に基づく連携・協調の仕組みづく

りが防災政策上必要となる。

　

（４）包括的な地区自治組織の

     再編
　多元的な社会ネットワークが防

災行政とも相まって、地域防災力

を高めるためには、これまでの狭

い地縁関係を超えた包括的な地区

自治組織のあり方が問われてい

る。

　中央防災会議の「民間と市場の

力を活かした防災力向上に関する

専門調査会」が取りまとめた「民間

と市場の力を活かした防災戦略の

基本的提言」5）では、防災を主目

的とする取り組みに加えて、まち

づくり等の防災以外の取り組みを

併せて行うことが、個人と地域の

力を高め地域社会を変えていく力

となり、地域防災力を高めること

につながると提言されている。し

たがって、自主防災組織を中心と

した地域防災力向上のアプローチ

のみならず、地域コミュニティの

課題を発見し解決する包括的な地

区自治組織の活動や多様な生活領

域で展開されている市民活動団体

との多元的な社会的ネットワーク

を資源とする防災戦略への転換が

求められる。

２‐３

政策の包括性および統合性

（１）政策の包括性および

     統合性の現状
　防災政策は、いわゆる防災行政

の枠にとどまらず、国民の生活領

域全般に関わる多様な政策領域と

のリンケージが不可欠となる（図

表 3）。現状の防災行政は、住宅

の耐震化促進や自主防災組織の拡

充、災害ボランティアの活動環境

整備、企業の事業継続計画の策定

などの事前対策に取り組んでい

図表 3　防災政策と多様な政策とのリンケージ（住宅耐震化の場合）

出典：（独）防災科学技術研究所
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用された。宅地建物取引業法施行

規則改正（2006 年）によって、耐

震診断や住宅性能評価を受けた場

合は、その内容を重要事項説明と

して建物の購入者や賃借人に対し

て説明することが義務付けられ

た。これらの施策は主として住宅

の所有者や供給側一般を対象に展

開されている。

　一方、多様な生活者の視点から

住居の安全確保や生活の質のあり

方については、老朽住宅の改築や

バリアフリー化を目的としたリ

フォームに併せて耐震化を促進す

る誘導施策も考えられる。これに

ついては、今後、耐震化に必要と

なる資金調達方法（例えば、リバー

スモーゲージや老朽マンションの

立て替え融資制度など）に関する

包括的な情報提供の仕組みづくり

も重要な課題となる。内閣府が実

施した「地震防災対策に関する特

別調査」（2007 年）では、耐震補

強工事を実施しない理由として、

資金面や借家等の理由が挙げられ

ている。自治体では耐震補強工事

に対する補助等を行っているもの

の、借家に入居している賃借人に

対する対策は講じられていないの

が現状である（図表 4）。

る。しかし、今後は、社会的な脆

弱性を軽減し被災者の生活再建を

促進するためには、平常時の住宅

政策、都市計画、地域コミュニティ

政策、福祉政策、市民活動推進政

策、商業・産業政策等幅広い政策

領域とのリンケージもますます重

要となる。

　また、事後対策についても、災

害の復旧・復興対策に際して、単

なる原状回復という発想を超え、

地域振興や被災地復興の計画的実

施、被災者の生活再建対策、住宅

確保対策、地域経済の復興対策等

について、防災分野以外の施策と

の連携をはかりつつ、法律、税制、

予算措置等によるさまざまな対策

が国や自治体によって講じられて

いる。

　我が国の防災政策の体系的、包

括的な評価は、別途、詳細な分析

が待たれるところであるが、基本

法の枠組みや計画体系、施策の動

向を俯瞰する限りでは、一定の水

準の包括性と統合性を担保してい

る。しかしながら、被災した生活

者の視点から、または、不確実性

への対応の視点から防災政策を概

観すると、行政、地域コミュニ

ティ、個人等のそれぞれの防災対

策は十分とは言い難い。例えば、

個人レベルでみると、避難のため

の各種ハザードマップが配布され

ても、捨てられてしまう等、十分

活用されていないことや、避難等

の経路の確認や訓練がなされてい

ない地域が多い。こうした課題は、

ハザードマップの作成手法や表現

方法の改善など行政や専門家側の

課題であるとともに、個人のリス

クリテラシーや災害心理、地域コ

ミュニティの災害文化の伝承など

の課題でもある。また、住宅の移

転や立地選定等に際しては経済的

または伝統・文化的な理由も関係

している場合もあるため、国や地

方公共団体等はハザードマップや

その活用方策に関する情報の一方

的な提供にとどまらず、リスクコ

ミュニケーション（多様な利害関

係者によるリスク情報に基づく討

議や熟慮を通じた相互学習過程）

を重視し、社会・経済的な脆弱性

や文化的な価値などを包括的に考

慮した上で、施策の実効性を担保

する包括的・統合的な対策の取り

組みが必要となる。

（２）住宅の耐震化施策の例
　上記で指摘した防災政策の包括

性 ･ 統合性の課題について、住宅

の耐震化施策を事例に具体的に

述べる。政府の中央防災会議で

は、全国の住宅総数約 4,700 万

戸の 25％に相当する約 1,150 万

戸の耐震性が不足すると推計して

いる。2005 年 9 月に政府の中央

防災会議で「建築物の耐震化緊急

対策方針」6）が決定され、耐震化

率を 10 年後に 90％とする全国

目標が設定され、耐震診断、耐震

改修補助制度に拡充が図られてい

る。税制面でも住宅の耐震改修に

かかる所得税、固定資産税の特例

措置や住宅ローン減税が講じられ

た。その他、住宅金融公庫等によ

る低利融資や、住宅性能表示制度

（2000 年）の等級に基づき地震保

険の保険料割引（最大 30％）が適

お 金 が か か る か ら

必要性を実感できないから

集合住宅や借家などに住んでお
り、自分だけでは判断できない
から

効 果 が あ る か 不 明 だ か ら

どうやって着手・施行したらよ
いかわからないから

面 倒 く さ い か ら

見 た 目 が 悪 く な る か ら

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

総数 （N=1,299 人、 M.T.=129.7％）

（％）

耐震補強工事について、「予定はないが、いずれ実施したい」、

「実施するつもりはない」と答えた者に、複数回答〔 〕

・お金がかかるから

・必要性を実感できないから

・集合住宅や借家などに住んでおり、自分だけでは判断できないから

・効果があるか不明だから

41.9％

27.9％

23.3％

13.4％

平成 19 年 10 月

図表 4　耐震補強工事をしない理由

出典：「地震防災対策に関する特別世論調査」の概要（内閣府、2007 年 11 月）
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　また、旧耐震基準の賃貸住宅に

住み続けている賃借人の住み替え

を促進する施策なども有効であ

る。例えば、住み続けることを前

提とした耐震化施策ばかりではな

く、家族構成の変化に応じた借り

上げ制度を活用した住み替えや、

ケアつきマンションや老人向けの

グループホームへの移転など、ラ

イフスタイルやライフステージに

応じた多様な住まい方に関する包

括的な住宅情報の提供も、防災政

策上有効と考えられる。現行の地

方公共団体のホームページではそ

のような情報提供の例はほとんど

見られない。これらの包括的な情

報提供や相談システムは、今後、

地方自治体のみならず公民連携の

ネットワークによって初めて実現

可能となる。

　総じて、多様な生活者の視点か

ら防災以外のさまざまな政策領域

の施策とも連携し、さらには、民

間事業者のサービスや NPO など

の非営利部門が提供しているサー

ビスとを組み合わせることで問題

解決をデザインする方法が求めら

れる。例えば、住宅メーカーや工

務店、不動産仲介業者等が、行政

等によって整備・提供されている

各種ハザードマップや被害実績図

などの災害リスク情報を顧客に提

供するためのガイドラインづくり

を内閣府や（独）防災科学技術研究

所、地方自治体等が連携して取り

組むことが望ましい。また、民間

事業者と消費者の情報の非対称性

を考慮した適正な災害リスク情報

の提供が民間事業者の社会貢献と

して市場で評価されるといったイ

ンセンティブの仕組みづくりを誘

導することが望ましい。

（３）被災者生活再建支援制度

の例
　防災政策の包括性 ･ 統合性は、

災害発生後の被災者生活再建支援

を巡る政策にも求められる。我が

国の被災者生活再建支援制度は、

1998 年に議員立法として成立し

た被災者生活再建支援法に基づい

ている。同法は、自然災害によっ

て生活基盤に著しい被害を受け、

経済的理由等によって自立して生

活を再建することが困難な者に支

援金を支給することにより、自立

した生活の開始を支援することを

目的とする制度である。内閣府は

同法の改正に向けた議論の中間と

りまとめとして2007年7月に「被

災者生活再建支援制度に関する検

討会中間報告」7）を公表している。

これらの議論を経て、2007 年度

第 168 回臨時国会において改正

被災者生活再建支援法が成立し

た。同改正によって、国は被災者

に対し見舞金の名目で使途を限定

せずに住宅の再建方法に応じた定

額方式（支給上限額 300 万円）で

現金を支給し、被災者は支援金を

住宅の新築や購入にも使えること

となった。併せて、年収（改正前

は原則年収 500 万円以下）や年齢

による受給制限が撤廃された。

　上記の中間報告までの議論の過

程では、住宅本体への支援（私有

財産への公費負担）の可否が論点

となっている。その他、耐震補強

など事前対策や地震保険の加入、

自己資金による生活再建への備え

の程度など、自助努力を考慮して

支給額を決定することの可否など

も議論されている。しかし、同法

による被災者支援は、被災者の生

活再建制度の一助に過ぎないこと

から、引き続き、政府には、被災

者や被災地域の社会的・経済的な

脆弱性や中長期的な生活再建困難

度などを評価した上で、自助努力

へのインセンティブが働き、かつ、

有効なセーフティーネットとなる

包括的な支援制度の設計が求めら

れる。

3  災害リスクガバナンスが目指すもの● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

て体系化する取り組みが国際的

にも主流となっている 8）。我が国

では、阪神淡路大地震を契機とし

て、主として企業防災を想定し

て、PDCA サイクルによる継続

的なリスク削減に向けた取り組み

の標準的な枠組みの必要性が認識

され、リスクマネジメントシステ

ム構築のための指針「JISQ2001」

として標準化された。同規格は、

当初は、危機発生直後の応急対

応を中心とした危機管理（Crisis 

Management）として策定された

が、その後、事前対策や復旧対策

３‐１

災害リスクガバナンスの

必要性

　2‐2 章で述べたとおり、現行

の防災政策の枠組みを基礎付けて

いる災害対策基本法は、防災行政

機関による対策（公助・官助）と、

個人や家庭、企業等の自己責任に

基づく対策（自助）、地域コミュニ

ティやボランティアネットワーク

による対策（共助）の役割と責務を

規定している。しかし、基本法上

は主体の多様性を前提としている

ものの、現状の防災政策は公助を

中心として展開されており、公助

への過度の依存性が指摘されてい

る。特に、大規模低頻度災害リス

クへの対策は、階層秩序に基づく

防災行政を中心とする防災計画や

防災対策のみでは不十分であり、

地域コミュニティにおける共助と

の統合をどのように図ってゆくか

という社会技術の研究開発が強く

求められている。

　防災政策では、防災対策を統

合的なリスクマネジメントとし
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まざまな主体との間で、業務委託

や指定管理などが普及しつつあ

る。さらにそれらの個別の行政契

約や民間委託といった既存の方策

にとどまらず、自治基本条例が指

向する地区自治組織と NPO との

協働に関する制度が全国各地で実

施されはじめている 12）。

３‐３

リスクガバナンスの

一般的な定義

　一般のリスク研究の領域におい

ては、新技術や環境リスクに対応

するために、リスクガバナンスと

いう用語が用いられ、リスクマネ

ジメントの概念が拡張されてい

る。『増補改訂版リスク学辞典』

第 9 章「リスク対応の新潮流とし

てのリスクガバナンスについて」

では、「一定の制度化されている

統治に替わって多様で分散化され

た利害関係者が各種のさまざまな

ネットワークや組織（国際、国、自

治体、地域社会、NGO 等）を通じて

それぞれの自律性・創発性を保ち

ながらも「共治あるいは協治」と表

現される調整や意思決定を行って

社会的なリスク課題に対応する新

しいマネジメントの方向性を象徴

した概念」と説明されている 13）。

　また、スイスを拠点とする国

際的なリスクガバナンスに関す

る民間の研究ネットワークであ

る International Risk Governance 

Council は、自然災害も含む各リス

クに応じた包括的なリスク評価と

管理の戦略を開発するためのガイ

ドラインを提供することを目的と

して、リスクガバナンスの統合的

な分析枠組みを提案している 14）。

このフレームワークは、科学的、

社会的、文化的な側面とともに、

利害関係者の効果的な関与のあり

方、さらに、リスクと便益との関

係やリスクと他のリスクのトレー

ドオフを考慮することを要請して

いる。したがって、こうしたアプ

にも拡張された。また、企業や自

治体などの当事者のリスク軽減の

みならず、その対象が消費者、市

民、株主、取引先などの多くの関

係者のリスクを軽減することまで

に拡大された。しかし、リスクマ

ネジメントシステムは、トップダ

ウンによる内部統制を基本として

いるために、多元的ネットワーク

を創出する枠組みが極めて弱いと

思われる。

　したがって、リスクマネジメン

トシステムの限界を補完し、水平

的な社会ネットワークやそれに基

づく防災対策を誘発する新たな枠

組みとして、「災害リスクガバナ

ンス」の考え方が必要となる。

３‐２

多様な政策領域における

ガバナンス論の動向

　近年、我が国および諸外国では、

公共サービスの生産・供給主体は

多元化してきた。そのため、行政

機関による政策実施の機能は、企

業や NPO 等とネットワークを形

成しこれを適切に維持管理するこ

とに変化していることが指摘され

ている 9）。このように、国や地方

公共団体による伝統的な統治から

多様な主体を巻き込んだ協治・協

働へという近年の動向を行政学で

は「ガバメントからガバナンス」と

表現している。米国や英国では、

種々の政策領域において、行政機

関を中心とした多元的ネットワー

クによるガバナンスの有効性に関

する実証的な議論や分析が行われ

ている 10、11）。

　我が国においては、近年の地方

分権の流れの中で、国と地方自治

体の役割分担にかかる補完性の

原理（政策の決定と実施はそれに

よって影響を受ける市民やコミュ

ニティにより近いレベルで実施さ

れるべきであるという原則）が、

地方自治体の中のガバナンス論に

拡張され、地方自治体と地域のさ

ローチは、リスクマネジメントと

リスクコミュニケーションの中に

包摂されていた要素をリスクガバ

ナンスという枠組みによってより

明確にすることで、社会的な文脈

の中でリスクの受容レベルや対策

のあり方に関する意思決定の質を

高度化する取り組みとして評価で

きる 15）。

３‐４

（独）防災科学技術研究所に

よる「災害リスクガバナンス」

の考え方

　（独）防災科学技術研究所では、

2006 年度より、第 2 期の「災害

リスクガバナンス研究」プロジェ

クトに着手し、災害リスクマネジ

メントの拡張というこれまでのア

プローチから、統合的リスクマネ

ジメントの枠組みを規定するガバ

ナンス構造自体を変革するアプ

ローチへと研究戦略の転換を図っ

ている 16）。このプロジェクトで

は、災害リスクガバナンスを、「多

様な主体の社会的な相互作用（災

害リスク情報に基づくリスクコ

ミュニケーション）と社会ネット

ワークの形成による協働を通じ

て、災害リスクを協治すること」

と定義して、この「災害リスクガ

バナンス」を地域社会に実装する

ために必要な次の①～③の３つの

要件を提示している。

①災害リスク情報の多元性（専門

知、経験知、地域知）と横断的

共有

　①は、地域のハザードや災害に

ついての科学的知識と地域の災害

文化に関する地域知、リスク軽減

のための技術や手法について社会

が共有していることを意味する。

「災害リスク情報」は、情報の生成

主体や範域の観点から、以下の通

り分類することができる。

　「専門知」

　専門家、行政の持っている知識、
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情報（ハザードマップ、被害想定

図など）や各種工学的な対策技術、

防災に関する制度、各種社会技術

など

　「経験知」

　災害を受けた体験・教訓など（災

害エスノグラフィーなど）

　「地域知」

　当該地域の災害特性や、地域固

有の知恵など（ヒヤリハット、伝承

による災害の予兆、災害文化など）

　これら 3 つの災害リスク情報に

基づきリスクコミュニケーション

が展開され、防災対策の統合化が

図られる。また、災害リスクを巡

る社会的な受容レベルや対策に対

する個人や社会の選好なども、災

害リスク情報として広義にとらえ

られる。

②多様な利害関係者（stakeholder）

による熟慮ある対話と討議（リ

スクコミュニケーション）に基

づく社会的意思決定（リスク選

択）

　②は、災害リスク軽減のための

方策の選択に際して、多様な利害

関係者との間で、リスクと便益と

の関係やリスクとリスクのトレー

ドオフ、社会的な受容性などをも

考慮し、熟慮ある対話と討議（リ

スクコミュニケーション）に基づ

く総合的な意思決定が行われてい

ることを指す。

　リスクコミュニケーションと

は、上記①の共有された災害リス

ク情報に基づき、社会の状況変化

に応じて、さまざまな場面で展開

されるものである。単に防災行政

の制度的な手続きの体系の中に位

置づけられるものに限定されるも

のではないし、また、必ずしも制

度的な枠組みによる意思決定に直

線的につながるものでもない。さ

らに、意思決定に至るまでのリス

クコミュニケーションの過程の中

では、災害リスク学習（リテラシー

の取得）や訓練、ナレッジマネジ

メントの効果が期待される。特に、

インターネットの急速な発展に伴

い、WEB を利用し、直接対面し

て行われるリスクコミュニケー

ションを補完する可能性は無視し

えない。このような情報環境の中

で、リスクコミュニケーションを

支援する手法と技術の開発が求め

られる。

③社会関係や私的インセンティブ

を活用した、社会の多様な組織

や個人による水平的かつ非制度

的な協働の仕組みの構築

　③は、災害リスク軽減のための

対策を、社会を構成するさまざま

な組織や個人が平時から培った信

頼や規範などの社会関係やネット

ワーク、個人のインセンティブを

活用しつつ、必要に応じて新しい

仕組みを創造しながら、それぞれ

の能力や技術を生かしつつ協働す

ることを意味している。

　ただし、ここで留意すべき点は、

災害リスクガバナンスのアプロー

チは、個人や利害関係者間の信頼

や規範などの社会関係が蓄積され

ていることを前提とするものでは

なく、社会的なネットワークや地

域コミュニティの形成を通じて、

防災対策が試行錯誤的に実践され

る契機を生み出す可能性が多くな

ることである。つまり、地域コミュ

ニティの包括的な自治基盤が脆弱

な場合には、新たな公共を支える

主体の形成とネットワーク化を同

時に進めるという新たなコミュニ

ティ戦略と相まってはじめて、災

害リスクガバナンスが実現される

こととなる。

　災害リスクガバナンスは、多元

的なネットワークによって創発さ

れた非制度的かつ水平的な協働が

制度的な防災対策に組み込まれる

などのダイナミズムをもたらす。

4  災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな方向性 ●　●　●　●　●　●　●　●　●

４‐１

社会科学融合による

減災技術の研究開発の

位置づけ

　社会科学融合による減災技術の

研究開発とは、第 3 期科学技術基

本計画 17）に基づき総合科学技術

会議が策定した「社会基盤分野推

進戦略」の戦略重点科学技術「社会

科学融合減災技術」に該当するも

のである（図表 5）。この技術は、

文部科学省科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会防災分野の

研究開発に関する委員会が 2003

年 3 月に取りまとめた「防災に関

する研究開発の推進方策につい

て」18）において、今後 5 年間の

重点的課題として特に推進を強化

する事項の一つである「社会の脆

弱性とその原因の把握、経済的影

響評価等、社会科学分野との連携

の確立」の中に位置づけられる。

また、長期戦略指針「イノベーショ

ン 25」19）では、技術革新戦略ロー

ドマップの具体的施策である「社

会還元加速プロジェクト」の一つ

として、「災害情報通信システム」

の構築が挙げられている。これ

を受けて（独）防災科学技術研究所

は 2008 年度より社会還元加速プ

ロジェクトの一つとして災害リス

クガバナンスを支える「災害リス

ク情報プラットフォーム（仮称）」

（図表 6）の研究開発に着手する予

定である。この研究開発は、今後、

他の研究機関、大学等の社会科学融

合減災技術の研究開発とも密接に

連携して取り組むべきものである。



31Science & Technology Trends   December  2007

災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課題

①地震観測・監視・

予測等の調査

　研究

内容

　首都直下・東南海・南海地震、宮城県沖地震等巨大地震観測・調査研究・被害軽減化防災技術、防災・減

災情報基盤の重点的整備・拡充、地殻活動の評価と予測に関する研究、地震調査研究、地震ハザードステーショ

ンの構築、地震予知のための観測研究

成果目標

　2010 年度までに首都直下型地震、東南海・南海地震、宮城県沖地震等巨大地震や大規模な活断層型地震

等に関する重点的な調査・観測・シュミレーション等に取り組むことにより、地震発生予測や発生直後の震

災把握を高度化し被害の軽減を図る。

②地質調査研究

内容 　地質情報の整備とデータベース化・統合化

成果目標
　2010 年度までに、地震動予測や噴火予測に不可欠な地質情報を整備し、地震・火山災害を軽減する。また、

産業立地の基盤情報とする。

③耐震化や災害対

応・復旧・復興

計画の高度化等

の被害軽減技術

内容

　大規模地震に対する構造物の耐震化等の被害軽減技術（＊）、地震発生時の構造物や地盤の挙動のシミュレー

ション、長周期震動等に対する影響予測・対策技術、耐震工法等の開発、ロボット等の活用による施行シス

テムの高度化、建築物の安全性の検証、地震時の鉄道脱線に関する研究

成果目標

　2010 年度までに、実大モデルによる振動破壊実験を実施し、各種構造物の地震による崩壊メカニズムや

強度を解析することにより、構造物の総合的な耐震性能を解明するとともに、既存構造物の耐震診断・補強・

改修を簡易に安価に実施できる技術を開発し、地震、津波による被害を大幅に低減する。

④火山噴火予測

　技術

内容 　火山噴火予知、火山防災

成果目標
　2010 年度までに、地殻変動観測等にもとづいて火山活動度を迅速かつ確実に判定する手法を確立し、噴

火物理化学モデルの構築を進め、火山災害の軽減を目指す。

⑤風水害・土砂災

害・雪害等観測・

予測および被害

軽減技術

内容

　降雨予測等を活用した水管理技術、レーダ・ライダ等の観測による土砂・風水害の発生予測技術・風水害・

雪害等の自然災害の現象メカニズム解明・シミュレーション技術の確立（＊）、降水予測技術の高度化、シミュ

レーションによる台風および局所的顕著現象の予測、沖合における波浪観測情報の処理・分析技術、土砂災

害の危険度予測および被害軽減技術（＊）、治水安全度向上のための河川堤防の質的強化技術

成果目標

　2015 年度までに、豪雨や強風、豪雪等による風水害・雪害等のシミュレーション技術の高度化を進め、

被害の軽減を図る。

　2012 年度までに都市型集中豪雨等局所的顕著現象のメカニズム解明とそれら局所的顕著現象の発生予測

を行う技術を確立し、それに伴う被害の大幅な軽減を目指す。

　2007 年度に、洪水による氾濫から守られる区域の割合を約 62％（2000 年：約 58％）、土砂災害から保

全される戸数を約 140 万戸（2002 年：約 120 万戸）に向上する。

⑥衛星等による自

然災害観測・監

視技術

内容 　災害監視衛星技術、災害監視無人航空機システム

成果目標

　2015 年度までに衛星観測監視システムを構築し、防災・減災に役立つ観測データを継続的に提供するこ

とにより、国民の安全・安心の確保に貢献する。

　2012 年度までに、無人航空機システムを運用に供し災害発生時におけるタイムリーかつ詳細な現場情報

の収集・提供を可能とする。

⑦災害発生時の監

視・警報・情報

伝達および被害

予測等の技術

内容

　即時的地震情報伝達、災害情報共有システム・災害情報の収集伝達手法、リアルタイム海底地震観測、様々

な用途の建物・施設における火災時の安全確保、相互依存性解析等を活用した多様な災害の危険度および被

害の波及の評価・周知技術（＊）、大規模地震時の危険物施設等の被害軽減、被害状況の初期把握技術

成果目標

　2010 年度までに、デジタル双方向通信技術等を活用して、危険箇所を明確に示した情報を、避難に必要

な時間を確保して、従来よりも最大で１時間程度早期に提供することにより、国民の生命を守ることを可能

とする。

　各種災害等に対する社会の脆弱性発見や、二次・三次的被害も含めた被害予測のための社会科学の観点を

踏まえた解析手法を 2015 年度までに確立する。災害発生時の防災情報伝達を高度化させ、初動対応の迅速化・

適正な判断を可能とするとともに、主体的で迅速・的確な自助・共助による避難行動等を可能とさせる技術

を 2010 年度を目途に確立する。また、地域ごとの総合的な防災力を向上させる、最適な対策計画と復旧戦

略の立案手法を確立する。

⑧救助等の初動対

処、応急対策技術

内容

　現場の消火・救助活動・消防装備の飛躍的向上、大規模災害時等の消防防災活動支援情報システム、特殊

災害に対する消火方法・安全確保、化学物質の火災爆発防止と消火、緊急支援物資や被災者の迅速な輸送・

経済活動の早期回復を支援する技術

成果目標

　現下の社会情勢や国民のニーズに対応するため、先端科学技術等による消防防災科学技術の高度化のため

の戦略について調査検討を行い、2015 年度までに災害の種類に応じ、①過密都市空間における火災時の安

全確保、②大規模自然災害時等の消防防災活動、③特殊災害に対する安全確保、④化学物質の火災爆発防止

と消火、⑤危険物施設の安全性向上（耐震性及び経年劣化対策）を実現する。

　2008 年度までに緊急・代替輸送支援システムを開発し、地方自治体など関係者による事前の緊急・代替

輸送計画の策定や発災時における迅速な緊急・代替輸送の実施に貢献するとともに、2010 年度までに災害

時においても国際輸送・経済活動を維持又は早期回復を行うことができる国際交通基盤のリスク管理手法を

開発し、我が国の国際交通機能の信頼性向上を図る。

⑨災害に強い社会

の形成に役立つ

研究

内容
　災害時における事業継続マネジメント力の向上に関する研究（＊）、地域防災力向上に資する災害リスクマ

ネジメントに関する研究、マンマシン系としての地震時安全方策、大深度地下空間の利用

成果目標

　2011 年度までに、地域社会に対する総合的なリスク評価を行う手法を構築するとともに、災害発生時の

組織運営などに関する標準的な危機対応システム等を構築することにより、様々な災害による被害予測を一

元的に実施する。また、モデル事業を行い、防災研究の成果を地域の防災活動に活かす。

⑩施設等における

安全確保・事故

軽減等の技術

内容 　危険物保安に関する研究、設備安全性計画技術

成果目標

　2010 年度までに、危険物施設に関する技術基準を性能規定化し、新技術・新素材の迅速かつ円滑な導入

を推進するとともに、危険物施設の安全対策手法を多様化し、多発する危険物施設の事故の低減を図る。

　2010 年度までに製鉄所各施設の安全性計測および評価方法の基盤技術を開発し、安全性の確保を目指す。

（＊）：一部のみ戦略重点科学技術

図表 5　第３期科学技術基本計画における防災に関する重要な研究開発課題および成果目標

出典：分野別推進戦略（2006 年 3 月 28 日、総合科学技術会議）
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図表 6　（独）防災科学技術研究所における災害リスク情報プラットフォームの研究開発

４‐２

社会科学融合減災技術に関

する研究領域と想定される

研究テーマの例

　第 3 期科学技術基本計画・分野

別推進戦略（社会基盤分野）では、

社会科学融合減災技術は「地域の

自助・共助力を含む総合的な防災

力の向上のために、相互依存性を

勘案して各種災害に対する社会の

脆弱性把握や、社会経済等への影

響を評価するとともに、危険度を

周知する技術。災害時の行政、企

業、交通輸送等の事業の継続能力

確保する技術。」と定義されてい

る。なお（独）防災科学技術研究所

では、社会科学融合減災技術を、

社会科学分野の種々の知見を融合

するとともに、理学・工学分野の

知見や技術をも融合する社会技術

として捉えている。

　社会科学融合減災技術の研究に

求められる学問分野は、これまで

防災研究に直接寄与してきた危機

管理、リスク分析、災害心理、災

害情報、都市計画、土地利用計画、

保険・基金制度、自主防災、災害

ボランティア、復興等の分野に加

え、災害リスクガバナンスの３要

件の視点から、地方行政、地区自

治、市民活動、市民参加・協働、

地域コミュニティ、住宅政策、福

祉、金融、地域振興、地域経済、

産業、地域情報化、コミュニケー

ション、合意形成、意思決定など

の研究領域も重要性が高まるもの

と考えられる。

　これらのさまざまな分野の知見

が求められる融合研究領域とし

て、特に、以下の①～④の研究領

域が重要であり、その中で想定さ

れる研究テーマを例示する（図表

７）。

①統合的リスク評価手法

　地震、津波、火山、土砂災害、

風水害等の各種ハザード情報や災

害リスク情報（専門知、経験知、

地域知）を統合し、個人や地域コ

ミュニティ等の相互依存性や社

会・経済的脆弱性を総合的に判断

できるリスク評価手法に関する研

究

②参加型災害リスクコミュニケー

ション手法

　上記①のリスク評価結果に基づ

き、また、参加型のリスク評価の

過程において、地方自治体や個人、

地域コミュニティ、事業者等が、

災害に対する社会・経済的脆弱性

を相互に理解するとともに、さま

ざまな政策領域を包括・統合した

各種防災対策や災害対応方策を創

発するためのリスクコミュニケー

ション手法に関する研究

出典：（独）防災科学技術研究所
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災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課題

　本論では、災害リスクの不確実

性および社会構造の変化を踏ま

え、多元的ネットワーク化と防災

政策の包括性・統合性の視点から、

防災政策の課題および災害リスク

マネジメントの転換の必要性を述

べた。防災政策を再構築する新た

な枠組みとして災害リスクガバナ

ンスの概念が必要であり、それに

基づく新たな研究課題として「社

会科学融合減災技術」が重要であ

る。個人や地域社会、地方自治体、

企業等の多元的ネットワークの相

互依存性や社会・経済的脆弱性を

考慮した統合的なリスク評価手法

やそれらに基づく災害リスク情報

に着目した研究課題が求められて

いる。

　「災害リスクガバナンス」の概念

を社会システムとして実現するた

めの研究開発は、個々の研究課題

を単独で実施するものではなく、

一元的な研究開発マネジメントに

基づき、一体的に推進するべきと

考えられる。研究開発の推進に際

しては、公的な研究機関や大学に

③包括的・統合的な防災対策や災

害対応方策

　平時の地域社会に形成された社

会関係（多元的ネットワーク）や地

域コミュニティに蓄積された多様

な地域資源を活用し、上記②で創

発された各種防災対策や災害対応

方策を実施するための社会的方策

に関する研究

④分散・相互運用型災害リスク情

報プラットフォーム技術と社会

的運用手法

　災害リスクガバナンスの実現を

促進する災害リスクの分散・相互

運用型情報プラットフォームの構

築とその社会的な運用手法に関す

る研究

図表 7　特に重要な融合研究領域と想定される研究テーマの例

5  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

とどまらず、関連行政機関や地方

公共団体、企業、NPO、住民組

織等とも密接に連携・協力するこ

とが必要である。一連の研究開発

を整合的かつ効果的に推進するた

めには、多分野の研究者や実務家

が密接に連携する必要がある。社

会的なミッションを設定し、多様

な領域の知見を融合し、課題解決

型の研究開発をコーディネートす

るためには、その能力を有するプ

ロジェクトマネジャーの養成と

ネットワーク形成などの研究環境

の整備が必要であり、これらは研

究開発型の独立行政法人や大学等

が主体となって連携し、推進する

べきである。
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